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（環境森林部）   ○付は新規 

（単位:千円） 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔環境森林政策課・ 

気候変動対策課〕 

1カーボンニュート 

ラル推進事業費 

 

 

1,243,278 

 

 

589,305 

 

 

320,000 

 

 

181,818 

 

 

152,155 

 

 

2050年とちぎカーボンニュートラル実現に向けた取組に要する経費 

①「カーボンニュートラル実現に向けた新県民運動」推進事業費 

27,316千円 

  ・県民の行動変容を強く促す新たな取組の周知、ＬＲＴ等を活用

した情報発信、小学生・一般県民向け環境学習講座の実施等 

2 ロードマップ推進事業費           2,791千円    

(1)カーボンニュートラル等会議運営費       453千円      

(2)優良取組顕彰事業費                   1,338千円      

(3)大学等と連携したカーボンニュートラル実現推進事業費 

1,000千円      

3 地域脱炭素化支援事業費          26,000千円    

4 再生可能エネルギー導入促進事業費     166,116千円    

(1)地域脱炭素化に向けたプラットフォーム運営事業費 

142千円      

(2)事業者用太陽光発電設備等導入支援事業費 

159,750千円      

   ・事業主体 自家消費の目的で太陽光発電設備及び蓄電池を導 

入する中小企業者等 

・補助率  定額 

(3)再生可能エネルギー導入サポート事業費   151千円      

   ・地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入に向けたアド 

バイザーの派遣 

○(4)とちぎ小水力発電基礎データマップシステム改修事業費 

                     4,226千円      

○(5)消費者向け太陽光設置セミナー事業費  1,847千円 

5 温室効果ガス排出削減事業費        33,510千円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

      (1)エコキーパー事業所認定事業費       30千円      

○(2)中小企業カーボンニュートラル推進支援事業費 

1,480千円      

(3)省ＣＯ２設備導入補助事業費     32,000千円      

・補助対象  ボイラー、空調設備、照明設備等の省ＣＯ２化 

更新、コージェネレーション設備の設置 

・補助率   1/3以内 

・補助上限額 3,000千円 ボイラー（電化） 

2,000千円 ボイラー（ガス化） 

1,000千円 その他 

6 ＥＶ充電インフラ整備促進事業費      10,000千円    

・補助対象  空白地域又は道の駅への急速充電器の設置 

・補助率   2/3以内（市町が設置する場合は1/2以内） 

・補助上限額 2,000千円 

7 公共交通バスＥＶ化促進事業費       25,125千円    

・電気バス向けエネルギーマネジメントシステム開発実証事業に 

おける電気バス等の導入に対する助成 

8 ＦＣＶ導入支援事業費            4,000千円    

・補助率   1/2以内（国庫補助金額に対する率） 

・補助上限額 1,000千円/台 

9 地域電源供給拠点整備促進事業費       20,000千円    

・事業主体  再生可能エネルギー由来電力等を導入する事業者 

・補助対象  急速充電器及び自立型パワーコンディショナーの 

設置 

 ・補助率    1/2以内 

 ・補助上限額 2,000千円 急速充電器 

3,000千円 自立型パワーコンディショナー 

⑩ 地域レジリエンス強化に資するＥＶ・ＰＨＶ等導入促進事業費 

43,190千円 

(1)災害時電源ＥＶ・ＰＨＶ導入促進事業費23,190千円      

    ｱ ＥＶ・ＰＨＶ導入促進費    20,000千円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

          ・事業主体 県内に事務所又は事業所を有する法人 

    ・補助対象 ＥＶ・ＰＨＶの購入 

    ・補助要件 災害時協力車として登録すること、給電機能付 

き車両であること 

    ・補助率  定額 

    ｲ 外部給電器整備費         3,190千円 

    ・避難所に貸与する外部給電器の購入 

(2)防災拠点施設再エネ×ＥＶ充電インフラ整備事業費 

20,000千円 

   ・防災拠点施設となる県民利用施設へのＥＶ充電インフラ等の 

整備に向けた調査・基本設計業務委託 

⑪ 県営水力発電収入を活用した地域脱炭素化促進事業費 

                       60,000千円    

  (1)地域脱炭素化促進事業費       30,000千円      

・事業主体  市町 

   ・補助率   1/2以内 

   ・補助限度額 10,000千円（5,000千円/年） 

  (2)地域環境保全基金積立金（地域脱炭素化促進事業） 

                     30,000千円      

12 住宅のゼロエネルギーハウス化促進事業費   228,800千円    

(1)地域工務店向けＺＥＨ促進事業費    2,500千円      

・セミナーの開催、専門家の派遣 

(2)ＺＥＨ導入支援事業費        40,000千円      

・事業主体 新築住宅を建築する個人             

・補助対象 ＺＥＨ基準を満たす断熱化に必要な材料費、設備 

費、工事費                         

・補助率  定額                               

(3)個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業費       

186,300千円 

・事業主体 自家消費の目的で太陽光発電設備及び蓄電池を一 

体的に導入する個人 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

      ・補助率  定額 

13 県庁率先脱炭素化事業費                   596,430千円    

(1)太陽光発電設備等設置費       166,900千円      

   ・事業主体 ＰＰＡ事業者 

   ・補助対象 ＰＰＡモデルによる県有施設への太陽光発電設備 

の設置 

   ・補助率  1/2以内 

(2)太陽光発電設備等設置調査費      3,500千円      

   (3)県有施設省エネ加速化事業費     397,365千円 

○(4)公用車ＥＶ充電設備整備事業費    15,004千円 

   (5)太陽光発電施設運営事業費      13,661千円 

〔気候変動対策課〕 

2気候変動適応推進 

事業費 

 

 

6,585 

 

3,000 

 

 

 

386 

 

3,199 

 

1 気候変動適応センター機能強化費              583千円    

(1)防災・適応連携強化費                63千円      

(2)熱中症対策事業費                   268千円      

○(3)気候変動適応法改正に係る普及啓発事業費 252千円      

・新設された熱中症特別警戒情報制度の周知等 

2 気候変動対策ビジネス等推進事業費      6,002千円    

(1)気候変動対策連携フォーラム等事業費  1,933千円      

   ・産学官金による気候変動対策連携フォーラムの運営 

(2)気候変動対策ビジネス等創出支援事業費 4,069千円 

  ・事業主体    県内に事業所を有する中小企業等 

    ・補助率     1/2以内 

    ・補助上限額  1,000千円 

   ・事業内容    気候変動対策に資する新たな取組や適応ビジネ 

スの創出に対する助成 

〔環境保全課〕 

3環境保全資金貸付 

事業費 

 

435,237 

 

 

 
 

 

435,237 

  

 公害防止施設の整備及び環境保全事業等に係る資金の貸付に要する

経費 

・貸付金（新規貸付分）                     200,000千円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

      （継続貸付分）                     235,237千円    

4環境監視費 113,515   8 113,507 水環境及び大気環境の常時監視等に要する経費 

 1 公共用水域水質常時監視費等                47,555千円    

 2 地下水水質常時監視費                       8,729千円    

 3 大気汚染常時監視費                        45,885千円    

 4 大気・地盤環境情報システム運営費等        11,346千円    

5奥日光清流清湖保 

全事業費 

1,783   500 1,283  奥日光水域の水環境の保全に要する経費 

 

6地盤沈下対策費 15,422    15,422 地下水の適正利用・保全及び地盤沈下対策に要する経費 

 1 精密水準測量業務費                        10,019千円    

 2 地盤沈下・地下水位観測業務費               3,817千円    

 3 地盤変動テレメータ観測機器管理業務費等     1,586千円 

7環境放射能調査事 

業費 

44,853 44,853    環境中の放射能調査等に要する経費 

 

8浄化槽設置助成費 177,368    177,368 浄化槽設置整備事業を行う市町に対する助成 

・補助対象 合併処理浄化槽本体設置費、宅内配管工事費（単独処 

理浄化槽からの転換、汲み取り槽からの転換）、撤去 

費 

・補助率  国 1/2（直接）、県 0.6/4～1.2/4（市町の財政力指 

数により調整） 

〔自然環境課〕 

9地域ぐるみの総合 

的な鳥獣対策促進 

事業費 

 

413,050 

 

235,073 

 
 

 

5,898 

 

172,079 

 

農林業等の被害を軽減するための有害鳥獣対策に要する経費 

1 特定鳥獣等保護管理事業費                  13,003千円    

2 鳥獣試験費                                 3,155千円    

3 有害鳥獣捕獲強化事業費                   280,959千円    

(1)シカ・イノシシ捕獲強化事業費       103,459千円      
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

        ・事業主体 市町 

    ｱ 市町村捕獲活動支援事業費      63,491千円 

・補助率  定額（１頭当たりの単価は市町の財政力指数に 

より調整） 

・補助対象 シカ8,665頭、イノシシ7,546頭 

    ｲ 捕獲強化奨励事業費            39,968千円 

      ・補助率  定額  

    ・補助単価 シカ   2,000円/頭（ｱの支援額に上乗せ） 

         イノシシ 3,000円/頭（ｱの支援額に上乗せ） 

(2)緊急捕獲活動推進事業費             177,500千円      

  ・事業主体 協議会、市町 

  ・補助率  定額 

4 指定管理鳥獣捕獲等事業費                  21,200千円    

5 広域捕獲活動推進事業費          10,000千円    

6 「森の番人」確保育成事業費                 3,569千円    

・○新規狩猟者登録者を対象とした支援金の支給及び研修の開催 

7 認定鳥獣捕獲等事業者支援事業費             1,761千円    

8 獣害対策アドバイザー派遣事業費             6,028千円    

9 獣害対策地域リーダー育成事業費             2,858千円    

10 ＩＣＴ等獣害防除新技術実証事業費            783千円    

11 次世代林業技術検証事業費          4,734千円    

12 有害鳥獣河川敷緩衝帯整備事業費            65,000千円    

(1)支援事業費                           5,000千円      

  ・事業主体 協議会 

  ・補助率  直営施工 定額（上限500千円/ha） 

請負施工 1/2以内（上限500千円/ha） 

(2)整備事業費                          60,000千円      

・実施面積 10ha 

10水と緑の南摩の里 

整備費 

364,000  70,000 276,013 17,987 南摩ダム水源地域整備計画に基づく「水と緑の南摩の里」の整備に 

要する経費 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

       ・デザインビルド方式による設計・施工 

・債務負担行為 令和５（2023）～６（2024）年度 

限度額 1,300,000千円 

〔事業概要〕 

 ・整備地  鹿沼市上南摩町 

 ・整備施設 レクリエーション施設 

 ・総事業費 約15億円 

11外来種対策事業費 40,873 28,385  3,241 9,247 外来種の防除対策、普及啓発等に要する経費 

1 外来種根絶モデル事業費                     352千円    

2 外来種拡散防止事業費           31,922千円 

 ・クビアカツヤカミキリに対する防除体制の整備等 

3 外来種対策協働事業費              61千円 

4 重要地域における外来種対策等事業費     1,797千円  

 5 外来種情報分析事業費            5,089千円    

6 普及啓発事業費               1,652千円 

12日光国立公園魅力

アップ事業費 

10,472 4,102  660 5,710 日光国立公園の魅力向上に要する経費 

  1 修景伐採事業費                             1,308千円    

  2 閑散期誘客促進事業費                         100千円    

  ③低公害バス設備更新費                         660千円    

④日光国立公園認定ガイド制度構築事業費       8,204千円    

⑤日光国立公園指定90周年記念事業推進費         200千円    

〔資源循環推進課〕 

13プラスチックごみ 

削減対策事業費 

 

14,199 

 

 

  

14,076 

 

123 

 

プラスチックごみ削減のための普及啓発等に要する経費 

1 プラスチック資源循環推進協議会運営費         123千円    

2 普及啓発事業費              14,076千円    

(1)環境学習講座事業費                 92千円      

(2)エコたび栃木プロジェクト事業費    8,922千円      

・エコバッグの活用等による小中学校の修学旅行における使い 

捨てプラスチックごみ削減の取組等の促進    
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

      ○(3)ワンウェイプラ削減促進事業費      100千円      

    ・プラ製品テイクアウト容器切替え事業者に対する啓発資材の 

提供と意識調査の実施 

○(4)とちぎ・プラ・クリーンアクション事業費 

4,962千円      

・小売店等と連携したごみ拾いキャンペーンの実施 

14食品ロス削減推進 

事業費 

10,965   10,965  食品ロスの削減に向けた普及啓発等に要する経費 

1 食品ロス削減行動促進事業費                 2,814千円    

2 事業系食品ロス対策普及啓発等実証事業費     8,151千円   

15産業廃棄物監視指 

導費 

（一部再掲） 

 

571,651   396,665 174,986 産業廃棄物の不法投棄対策に要する経費 

 1 不法投棄等対策事業費                      33,582千円    

 2 排出事業者指導啓発事業費                     889千円    

 3 適正処理指導のための分析調査費             3,366千円    

 4 産業廃棄物管理票交付等状況報告書処理費     1,045千円    

5 産業廃棄物許可事務関係経費等              36,383千円    

6 不法投棄物処分代執行事業費        459,144千円    

〈市町村総合交付金〉 

7 廃棄物監視員市町村交付金                  37,242千円   

 

16廃棄物処理施設周 

辺整備事業費 

41,400    41,400  廃棄物処理施設の整備促進のための施設周辺環境等の整備支援に要

する経費 

 ・事業内容 周辺整備市町村交付金 

・交付先  (公財)栃木県環境保全公社 

 

17ＰＣＢ廃棄物処理 

対策費 

29,382    29,382 ＰＣＢ廃棄物の早期処理対策に要する経費 

1 北海道ＰＣＢ廃棄物処理事業広域協議会負担金  616千円    

2 県有ＰＣＢ廃棄物処理費           28,766千円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

18公共的産業廃棄物 

処理施設整備助成 

事業費 

（債務負担行為） 

     公共関与の産業廃棄物処理施設の建設に対し貸付を行う(公財)栃木

県環境保全公社の資金調達について、県が損失補償するための債務負

担行為 

 ・限度額 10億円 

⑲盛土規制法基礎調

査事業費 

109,827 54,913   54,914 宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく既存盛土等の基礎調査に要

する経費 

・既存盛土分布調査、応急対策の必要性判断、安全性把握調査の優 

先度評価等 

20県営最終処分場整 

備運営事業費 

1,111,161   295,000 816,161 1 環境対策費                                16,560千円    

2 不法投棄現場対策費                       282,530千円    

3 設計・建設モニタリング等支援業務委託費     8,000千円    

4 住民による処分場監視システム運営費         3,088千円    

5 地域振興支援事業費            33,890千円    

・○環境学習インターネットサイトの構築 

6 ＰＦＩ事業費                             764,378千円    

7 普及啓発事業費等                           2,715千円    

〔林業木材産業課〕 

21森林づくり人材育 

成対策事業費 

 

21,138 

 

1,668 

  

19,470 

  

「とちぎ森林創生ビジョン」等に基づく林業の次代を担う人材の育

成に要する経費 

 1 林業労働力確保促進事業費                 19,629千円    

(1)林業労働力確保支援センター事業費     3,058千円      

   (2)高性能林業機械化推進事業費          15,000千円      

   (3)供給力アップ人材育成事業費              71千円      

(4)森の若返り支援事業費                1,500千円      

2 林業労働安全対策事業費                     1,509千円 

22林業金融事業費 200,000   200,086 △86 林業振興のための各種資金の融資に要する経費 

                               （預託額等）  （融資枠） 

 1 森林組合協業化促進資金          40百万円       100百万円  
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

       2 特用林産振興資金                20百万円        20百万円 

3 木材産業等高度化推進資金       140百万円       414百万円 

23とちぎのきのこパ 

ワーアップ事業費 

242,137 227,270  1,018 13,849 特用林産物の放射性物質対策に要する経費 

 1 特用林産物生産基盤再生事業費              74,547千円 

 2 特用林産物モニタリング検査等推進事業費    13,935千円    

 3 しいたけ原木林等再生対策事業費           153,590千円    

4 特用林産経営支援事業費                     65千円 

24とちぎ材の家づく 

り支援事業費 

 

 

142,319    142,319 県産木材を使用した木造住宅の建設等に対する助成 

1 木造住宅等補助                           130,780千円    

(1)木造住宅補助                       115,780千円      

ｱ 新築                         108,780千円        

   ・補助対象 木材使用量の55％以上かつ構造材の60％以上に 

県産木材を使用した県内の新築木造住宅 

   ・補助額  県産木材使用量40㎥以上 600千円/戸 

              35～40㎥未満  525千円/戸 

              30～35㎥未満  450千円/戸 

              25～30㎥未満 375千円/戸 

              20～25㎥未満  300千円/戸 

              15～20㎥未満  225千円/戸 

              10～15㎥未満  150千円/戸 

５～10㎥未満   75千円/戸 

・対象戸数 420戸 

   ｲ 耐震                           6,000千円        

・補助対象 耐震改修促進事業費（建替に限る）の助成対象 

となり、10㎥以上の県産木材を使用した県内の 

新築木造住宅 

   ・補助額  100千円/戸 

   ・対象戸数 60戸 

  ｳ 増改築                         1,000千円        
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

         ・補助対象 増改築により５㎥以上の県産木材を使用した県 

内の木造住宅 

・補助額  県産木材使用量15㎥以上 225千円/戸 

              10～15㎥未満  150千円/戸 

              ５～10㎥未満   75千円/戸 

   ・対象戸数 10戸 

(2)ポイント付与                        15,000千円      

   ・補助対象 10㎥以上の県産木材を使用した県外の新築木造住 

         宅 

  ・補助額  10万ポイント/戸 

        ※ポイントは、工務店等を通して建築主へ交付し、

１ポイント１円相当として、県内の農林水産品 

等と交換 

  ・対象戸数 150戸 

2 伝統工芸品等補助                           8,000千円    

・補助対象 県産石材を５㎡以上又は県産漆喰を40㎡以上又は鹿 

沼組子若しくは日光彫を１㎡以上内装材等に使用し 

た県内の新築木造住宅 

 ・補助額  100千円/戸（1(1)ｱに上乗せ） 

・対象戸数 80戸 

3 受付等業務委託費                           3,539千円 

25林業・木材産業就 

業拡大支援事業費 

7,758 3,879   3,879  県外在住のＵＩＪターン者を主な対象とした、就業アドバイザー等

による伴走型の就業支援に要する経費 

  ・事業内容 就業支援セミナー、オンライン就業相談、就業体験 

㉖林業大学校運営費 

 

113,222 25,141  86,292   1,789 栃木県林業大学校の運営に要する経費 

 1 就業前長期課程等運営費          73,689千円    

  2 外部講師養成費               4,000千円 

  3 緑の青年就業準備給付金          21,285千円 

4 技術習得推進費               2,700千円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

      5 有識者会議運営費               215千円 

6 学生等募集ＰＲ事業費            3,655千円 

7 事業推進費等                7,678千円 

27林業大学校整備費 216,706  192,000 9,500 15,206 栃木県林業大学校の施設整備に要する経費  

1 外構工事費                 87,500千円 

2 解体工事費                129,206千円 

28とちぎ材販路拡大 

官民連携事業費 

8,165 4,082  589 3,494 県産木材の東京圏における利用拡大、海外への販路開拓及び県内に

おける利用創出強化の取組に要する経費 

1 東京圏営業活動費              1,918千円 

2 海外輸出トライアル支援費          5,070千円 

3 とちぎ材利用創出強化事業費         1,177千円 

㉙非住宅建築物ウッ 

ドチェンジ事業費 

109,270   43,685 65,585 民間非住宅建築物の木造・木質化に対する支援等に要する経費 

1 民間事業者支援事業費             108,650千円    

 (1)木造化                             103,000千円      

・補助対象 民間事業者の非住宅建築物 

・補助額  35千円/㎡（延床面積） 

・補助件数 小規模（200㎡未満）  12棟 

      中大規模（200㎡以上） ４棟 

(2)木質化                              4,000千円      

・補助対象 民間事業者の非住宅建築物 

・補助額  20千円/㎡（施工面積） 

・補助件数 ２棟 

(3)事務委託                             1,650千円      

2 県産木材利用促進協議会運営費         620千円    

〔森林整備課〕 

30森林計画事業費 

 

7,066 

 

5,513 

   

1,553 

 

森林・林業の総合的推進に要する経費 

 1 地域森林計画編成事業費                     1,608千円    

 2 森林情報活用促進事業費                     5,000千円    



63 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

      3 栃木県森林審議会運営費                       458千円  

31ナラ枯れ被害対策 

事業費  

37,540 18,169  4,682 14,689   ナラ枯れ被害の拡大防止対策に要する経費 

 1 駆除事業費                   33,197千円    

 2 予防事業費                   2,651千円 

3 監視事業費                    1,692千円 

32種苗需給対策費 11,220   1,557 9,663 優良種苗の計画的な生産等に要する経費 

1 採種園管理事業費                         10,920千円    

2 エリートツリー普及啓発事業費                300千円    

33山地防災普及推進 

事業費 

1,292 641  332 319 山地防災ヘルパーの活動支援及び山地防災推進員の育成等に要する

経費 

 1 県民協働山地防災対策推進強化事業費           930千円    

2 ボランティア活動支援事業費                   362千円 

〔共 通〕 

34公共事業費 

（一部再掲） 

 

 

 

4,434,541 

 

2,742,379 

 

1,104,000 

 

45,264 

 

542,898 

 

 1 治山事業費               1,867,141千円    

 2 林道事業費                375,288千円    

 3 森林整備事業費             1,235,710千円    

 4 林業・木材産業構造改革事業費       680,052千円    

 5 自然公園等施設整備事業費         238,000千円    

6 その他                  38,350千円    

35県単公共事業費 316,198  261,000 16,465 38,733 1 森林路網整備事業費                       58,798千円    

2 治山事業費                               161,400千円    

3 自然公園等施設整備事業費                  96,000千円    

36県単林務平準化事 

業費 

（債務負担行為） 

     県単林務事業の平準化を図るための債務負担行為50,000千円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

37災害復旧事業費 190,000 65,510 85,000  39,490 1 ６年発生災害復旧費                       100,000千円    

2 ６年発生県単災害復旧費                    90,000千円 

38とちぎの元気な森 

づくり県民税事業 

 費 

（一部再掲） 

2,195,967 

 

 

26,893 

 

 

 

 

 

 

 

 1,279,074 

 

 

890,000 

 

 

「とちぎの元気な森づくり県民税」による森林の公益的機能の高度

発揮を図る森づくりに要する経費 

1 とちぎの元気な森づくり未来の森整備事業費 981,461千円    

(1)再造林・樹種転換促進事業費         871,618千円      

 (2)次世代林業技術検証事業費            95,429千円      

  ・○下刈りに係る効果等の検証 

 (3)事業推進費                          14,414千円      

2 とちぎの元気な森づくり里山林整備事業費   160,820千円    

(1)里山林整備事業費                    75,820千円      

(2)里山林管理事業費                    85,000千円      

3 とちぎの元気な森づくり森林所有対策事業費 145,346千円 

(1)森林組合等地籍整備事業費（地籍調査補助） 

48,174千円      

(2)森林組合等地籍整備事業費（地籍調査単独） 

97,172千円      

4 とちぎの元気な森づくり県民会議等事業費     7,016千円    

 ・○コンビニ広告による普及啓発事業 

5 とちぎの元気な森づくり地域活動支援事業費  11,264千円    

6 とちぎの元気な森づくり基金積立金     890,060千円   

39森林環境譲与税事 

業費 

（一部再掲） 

556,665 30,323 192,000 148,268 186,074 森林環境譲与税による森林環境整備促進基金を活用した市町支援等

に要する経費 

1 実践型活動支援事業費                       2,100千円    

2 森林情報共有化推進事業費                   7,200千円    

③非住宅建築物ウッドチェンジ事業費         109,270千円    

4 とちぎ材販路拡大官民連携事業費       8,165千円    

5 林業大学校整備費                  216,706千円    

⑥林業大学校運営費               113,222千円    
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

      7 森林環境整備促進基金積立金               100,002千円 

40スマート林業推進 

事業費 

86,616 65,808   20,808 本県林業の生産性等向上に資するスマート林業の推進に要する経費 

1 森林資源情報高度デジタル化事業費          45,000千円    

2 未来技術導入・実証事業費                  41,116千円       

3 地域実装協議会運営費                         500千円    

 

 


